
平成２５年佐賀県市町総合事務組合要領第１号 

 

佐賀県市町総合事務組合競争入札実施要領 

    

    （対象業務） 

第１条 組合が発注する建設工事、設計業務等及び業務委託（以下「建設工事等」という。）に

係る入札は、条件付一般競争入札により実施する。ただし、予定価格が 1,000 万円未満の建

設工事等については指名競争入札により実施することができるものとする。 

２ 前項の規定にかからわらず、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

２第１項各号に該当する場合で、管理者が認めた場合は、随意契約によることができる。 

 （指名競争入札参加者の資格） 

第２条 指名競争入札参加者は、佐賀県建設業者施行能力等級表（建設関連業）、その他佐賀県

の一般競争入札及び指名競争入札参加資格者名簿に登録された者とする。 

 （指名競争入札参加者の指名） 

第３条 指名等審査委員会は、「指名審査委員会調書」をもって公正な審議を行い、指名競争入

札に参加する者を５人以上指名するものとする。 

 （指名競争入札参加者の指名） 

第４条 指名競争入札に付する事項の通知は、郵便その他の方法により行うものとする。 

２ 前項の通知は、入札の日から起算して次の各号に掲げる日までに行うものとする。 

 (1) 予定価格が 500 万円未満の建設工事等 １日以上前 

 (2) 予定価格が 500 万円以上の建設工事等 10 日以上前 

 （入札書の提出） 

第５条 入札担当者は、入札書（様式第１号）を所定の日時までに所定の場所に提出させなけ

ればならない。 

２ 入札担当者は、条件付一般競争入札で入札に参加する意思を表明した者又は指名競争入札

で指名を受けた者が入札に参加しないときは、入札辞退届（様式第２号）を所定の日時まで

に所定の場所に提出させなければならない。 

 （入札保証金） 

第６条 入札保証金は、免除することができる。 

 （入札の取りやめ等） 

第７条 入札参加者が談合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行す

ることができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執

行を延期し、若しくは取りやめることができる。 

２ 入札参加者が２人未満である場合は、当該入札を取りやめる。 

３ 天災地変その他やむを得ない事由により入札をすることができないと認められるときは、

入札の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 （入札の執行等） 

第８条 入札は持参入札とし、公告又は指名通知に記載した場所及び日時に執行するものとす

る。 

２ 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、当該入札ごとに委任状（様式第３号）を

提出しなければならない。 



３ 入札参加者は、別に定める場合を除き、工事費内訳書を入札書とともに提出しなければな

らない。 

４ 入札参加者は、その提出した入札書及び工事費内訳書の書換え、引換え又は撤回すること

はできない。 

５ 開札は、入札終了後直ちに当該入札の場所において行うものとする。 

 （無効の入札） 

第９条 次の各号の一に該当する入札は、無効とする。 

 (1) 入札参加資格を有しない者のした入札 

 (2) 委任状を持参しない代理人のした入札 

 (3) 次の事項に記載のない入札 

  ア 入札金額 

  イ 建設工事にあっては、工事名及び工事場所。設計業務等及び業務委託にあっては、業

務名及び業務場所。 

  ウ 入札参加者の商号又は名称、代表者氏名及び押印 

 (4) 入札金額を訂正した入札 

 (5) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

 (6) 明らかに談合によると認められる入札 

 (7) 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札 

 (8) 事前に入手している情報どおりの入札結果となった入札 

 (9) 建設工事において予定価格を事前公表する場合は、工事費内訳書を提出しない入札及び

工事費内訳書に記載のない入札 

 (10) その他入札に関する条件に違反した入札 

 （再度入札） 

第１０条 開札をした場合において、各人の入札のうち入札書比較価格（予定価格から消費税

及び地方消費税を差し引いた価格をいう。以下同じ。）の制限の範囲内の価格で最低制限比較

価格（最低制限価格から消費税及び地方消費税を差し引いた価格をいう。以下同じ。）以上の

価格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行う。ただし、最低制限比較価格より低い価

格の入札をした者又は直前の入札に参加しなかった者については、再度の入札に参加させな

いものとする。 

２ 再入札の執行回数は、２回（１回目の入札を含め３回）を限度とする。 

３ ２回の再入札においても落札者がない場合は、２回目の再入札をした者のうち、最低の価

格で入札した者と随意契約の協議を行い、合意を得た場合、その者と契約の締結を行うこと

ができる。 

 （落札者の決定等） 

第１１条 入札書比較価格の制限の範囲内の価格で最低制限比較価格以上の価格をもって申込

みをした者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とし、落札者の商号又は名

称及び落札金額を発表する。 

２ 最低制限価格を設けない場合にあっては、入札書比較価格の制限の範囲内の価格で最低の

価格をもって申込みをした者を落札者とし、落札者の商号又は名称及び落札金額を発表する。 

３ 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせて落札者を決定する。 



４ 前項の場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代えて当

該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

 （落札決定の保留） 

第１２条 入札に関し、不正が行われた疑いがあると認められるときその他必要があると認め

られるときは、前条の規定により落札となるべき者を落札者に決定することを保留すること

ができるものとする。 

 （落札者が契約を締結しないときの取扱い） 

第１３条 落札者が契約を締結しない場合は、その後の対応については、次の各号に掲げると

ころによる。 

 (1) 入札に参加させようとする者（契約を締結しなかった落札者及び当該入札を辞退した者

を除く。）を指名して入札を行い、落札者を決定する。この場合において、不調となったと

きは、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号の規定により随意契約とする。 

 (2) 再度の入札に参加させようとする者（契約を締結しなかった落札者及び当該入札を辞退

した者を除く。）がないときは、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第９号の規定によ

り随意契約とする。 

 （予定価格の決定） 

第１４条 予定価格は、対象業務の履行の難易、数量、履行期間の長短等を考慮して管理者が

適正に定めるものとする 

 （最低制限価格の決定） 

第１５条 最低制限価格は、条件付一般競争入札においては設定することができる。 

 （契約書の提出） 

第１６条 落札者は、契約書に記名押印し、落札の決定を受けた日から７日以内（休日は含ま

ない。）これを組合に提出しなければならない。ただし、議会の議決を要する契約の締結につ

いては、仮契約書を提出し、議決後本契約書を作成するものとする。 

２ 落札者が、組合の承諾を得ないで前条に規定する期間内に契約書を提出しないときは、当

該落札は、その効力を失うものとする。 

 （契約の保証） 

第１７条 落札者は、請負金額（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む。）が 500 万円以

上の工事請負契約又は 100 万円を超える委託契約を締結する場合は、佐賀県市町総合事務組

合財務規則の定めるところにより、契約の保証を付さなければならない。 

 （異議の申立て） 

第１８条 入札を行った者は、入札後、この要領、設計図書、契約書案等についての不明を理

由として異議を申し立てることはできない。 

   附 則 

 この要領は、平成２５年４月１５日から施行する。 

   附 則（平成２５年要領第４号） 

 この要領は、平成２５年９月３０日から施行する。 

   附 則（平成２６年要領第１号） 

 この要領は、平成２６年３月１０日から施行する。 

   附 則（令和２年要領第１号） 

 この要領は、令和２年３月３１日から施行する。 


